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株主の皆さまには、平素より格別のご高配を賜り心より御
礼申し上げます。

2025年3月期の中間期業績は、M&Aを主体に利益率の高
いパッケージング事業およびビジュアルコミュニケーション
事業の強化を図ってきましたが、主力の欧州ペーパー事業が
景気後退と構造的要因による需要の低迷から減益となりま
した。その結果、中間期の売上高は3,339億43百万円（前年同
期比4.1％増）と増収を確保しましたが、営業利益は65億78
百万円（前年同期比7.8％減）、経常利益は44億59百万円（前
年同期比25.8％減）、親会社株主に帰属する中間純利益は32
億51百万円（前年同期比31.0％減）と減益となりました。

中間期は欧州・中国をはじめとする世界経済の成長鈍化や
地政学的リスクが続き、当社を取り巻く市場環境は依然不透
明な状況にありますが、環境関連事業や高付加価値事業への
注力とコストコントロールにより収益性・効率性重視の事業
運営を続けてまいります。

当社は、株主の皆さまへの利益還元を経営の重要課題の
一つと認識し、安定的かつ継続的に配当を行うとともに、
内部留保の拡充と有効活用によって企業競争力と株主価
値を向上させることを基本方針としております。

上記基本方針を踏まえ、2024年8月には自己株式の取得
を決議しております。また、2025年3月期の期末配当予想
を従来の1株あたり12円から16円に増配することを決定
しております。これにより年間の配当金は、前期と比べ1株
あたり10円増額の32円となる見通しです。

おかげさまで当社は2024年11月27日をもちまして創
立100周年を迎えました。これもひとえに株主の皆さまの
ご支援の賜物と心より御礼申し上げます。

創立100周年となる2025年3月期は第3次中期経営計画
の最終年度にあたり、また、2012年に制定した当社の長期
経営ビジョン「GIFT+1 2024」もゴールを迎えます。この
間、当社は2018年に東京証券取引所市場第一部（現プライ
ム市場）上場を果たし、また国内市場の縮小に対峙し大胆な
事業ポートフォリオ改革を実現するため、豪州の大手紙商
スパイサーズ、そして欧州最大の紙商アンタリスを買収し、
インオーガニック戦略による海外シフトを進めてきまし
た。こうしたグローバル展開の施策への注力の結果、第3次
中期経営計画期間中には世界第3位の紙商社に躍進しました。

2025年4月からは、次の100年に向けた長期経営ビジョ
ン「GIFT2030」がスタートします。「GIFT2030」は2031
年３月期までの6年間を3年毎の第4次および第5次中期経
営計画に落とし込み、経営戦略を策定・推進していきます。
当社グループを取り巻く経営環境はますます複雑化し、不
確実性は増していますが、引き続きM&Aとシェア拡大を
軸にグローバル展開を加速させていきます。

また、これまで築きあげてきた100年の歴史を土台に、来
年度から始まる次の100年においては新たなビジネスを創
出し、強固な企業集団を構築していきたいと思います。

株主の皆さまにおかれましては、今後とも変わらぬご支
援を賜りますよう、お願い申し上げます。

100年の歴史を、次の100年への原動力に

株主の皆さまへ

代表取締役会長
兼 CEO

田 辺  円
代表取締役社長
兼 COO

坂 田  保 之

中間期の業績

株主還元について

創立100周年とその先へ
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売上高

親会社株主に帰属する中間(当期)純利益
／1株当たり中間(当期)純利益

2025年
3月期

2024年
3月期

2023年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

333,943

655,000
（予想）

320,681

644,435

320,699

659,656

166,594

269,133

430,404

563,414

2025年
3月期

2024年
3月期

2023年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益／
1株当たり四半期(当期)純利益

3,251

11,000
（予想）

47.32

4,710

10,613
65.65

149.24

160.68
（予想）

9,247

15,722

△7,236

1,416

48.54
3,48519.70

△100.48

7,497
104.39

128.72

219.09

（百万円）

■中間期　■通期

（円）

（百万円）

■中間期　■通期
●中間期　●通期

■中間期　■通期 ■中間期　■通期

営業利益

総資産

2025年
3月期

2024年
3月期

2023年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

6,578

16,500
（予想）

7,133

15,819
12,360

20,401

△7,566
△9,035

3,822

9,379

2025年
3月期

2024年
3月期

2023年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

369,745
344,562330,662

275,119 290,707

（百万円）

■中間期　■通期

（百万円）

経常利益

純資産

2025年
3月期

2024年
3月期

2023年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

4,459

13,500
（予想）

6,012

12,475

11,128

18,404

△12,041

4,205

△8,218

8,844

2025年
3月期

2024年
3月期

2023年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

90,806
81,900

67,808

43,581

56,374

（百万円）

■中間期　■通期

（百万円）

2025年3月期中間期 セグメント別売上高構成比

連結決算ハイライト セグメント別の状況

2025年3月期中間期のポイント

北東アジア 45.3%

欧州／米州 45.2%

不動産賃貸 0.2%

アジアパシフィック 9.2%

世界的なグラフィック用紙の需要低迷から販売数量は減少したものの、為替の影響や利益率の向上によって増収となりました。し
かしながら、販売費及び一般管理費の上昇や、のれんの償却負担などから減益となりました。

国内事業はグラフィック用紙の構造的な需要減少により販売数量は減少しました。パッケージング用紙は飲料向け段ボール原紙
が堅調に推移し、輸出も回復しましたが、販売数量は横ばいにとどまりました。製紙原料事業では、古紙は発生量の減少により市
況価格が安定し、市販パルプの利益が改善したことから増益となりました。

Point 2

豪州、欧州においては、引き続きM&Aを推進し、パッケージングとビジュアルコミュニケーションの事業ポートフォリオの強化
を図りました。Point 3

Point 1

国内の板紙分野は段ボール原紙の販売数量は横ばいにとどまりま
したが、市況が維持されたことから、売上高・利益は前年を上回りまし
た。また、紙分野はグラフィック用紙の構造的な需要減、紙器用板紙は
インバウンド需要の回復が限定的で買い控えもあり、ともに販売数量
は前年を下回り減収減益となりました。製紙原料分野では、古紙発生
量の減少によって市況価格が安定し、また、市販パルプは利益率が改
善し、ともに増益となりました。中国は景気後退により紙・板紙の需要
が伸び悩み、数量・売上高ともに前年を下回りました。

1,514億7百万円

18億12百万円（前年同期比 10.4％減）

（前年同期比 1.4%減）売上高

セグメント利益

オセアニア経済が低調に推移したことから、ペーパー事業は売上
高・利益ともに前年を下回りました。パッケージング事業では、4月に
買収したSignet社が業績に貢献したことにより、売上高・利益ともに
前年比で大幅に増加しました。ビジュアルコミュニケーション事業で
は、ハードウェアおよびメディアの販売が寄与し、売上高・利益ともに
増加しました。

トレーディング事業では、東南アジア・南アジア地域での取引が好
調で、売上高・利益ともに前年を上回りました。

307億53百万円

11億50百万円（前年同期比 40.3％増）

（前年同期比 25.1％増）売上高

セグメント利益

欧州経済は前年に比べ改善の兆しが見られたものの、英独を中心に
依然として内需に力強さは見られませんでした。紙パルプ市場におい
ては、主力のペーパー事業は需要が弱く、製品値上げも浸透せず、売上
高・利益ともに前年を下回りました。パッケージング事業では、製造業
向け需要低迷の影響から売上高は減少しましたが、新たに買収した3社
が業績を押し上げたことにより前年比で増益となりました。ビジュア
ルコミュニケーション事業では、パリオリンピック・パラリンピックお
よびドイツでのサッカー欧州選手権大会による需要の伸びに加え、昨
年買収したIntegart社の貢献もあり、売上高・利益ともに増加しました。

1,510億31百万円

36億40百万円（前年同期比 17.3％減）

（前年同期比 6.5％増）売上高

セグメント利益

全国的にオフィス需要は底堅い状況が続き、空室率は低下傾向に
あります。賃料相場におきましても、相場水準より低い物件の賃料が
底上げされるなど、賃料は緩やかながら上昇傾向に転じております。
当社グループにおきましては、KPP八重洲ビルの新規テナント入居に
よる増収要因はあったものの、当セグメント全体では、売上高・利益と
もに前年比でほぼ横ばいとなりました。

7億50百万円

2億99百万円（前年同期比 2.0％増）

（前年同期比 1.1％減）売上高

セグメント利益

北東アジア

アジアパシフィック

欧州／米州

不動産賃貸

中間期売上高

3,339億

43百万円
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1941
第二次世界大戦勃発、商工省が

「紙配給統制規則」を公布

1945
空襲により製紙産業は壊滅的被害を
受ける。敗戦により、樺太・朝鮮・満州などの
海外工場を喪失

1954
針葉樹不足により、広葉樹の製紙原料利用が
増加しはじめる

1957
国内のクラフトパルプの生産量が
亜硫酸パルプの生産量を上回る

紙と歩んだ100年の歴史
創立から100年。KPPグループは国内紙流通再編の軸となり、志を同じくする紙代理店と合併を繰り返し成長してきました。
近年はグローバル市場の成長を取り込むため、オセアニアや欧州の大手紙商を子会社化し、紙商社として世界第3位の規模と なりました。100年の歩みを、紙パルプ業界の歴史とあわせてご紹介します。

1990
製紙業界による木材チップ輸入を
目的とする海外植林が本格化する

2003
国内の製紙原料に占める古紙利用率が
60%を超える

2013
国内の古紙回収率が80％を超える

世界No.1の紙商を目指し、
2024年の創立100周年と
その先へ

1924 創業期 2013 第2の創業期 2020 持株会社体制へ

1924
大阪で「㈱大同洋紙店」を
創立
資本金200万円
支店／京都・名古屋・東京

1973
王子連合通商㈱と合併し、
社名を「大永紙通商㈱」に
変更

1999
紙流通業界再編
の先駆けとして
㈱日亜と合併し、
社名を「国際紙パルプ商事㈱」
と改める

2020
欧州最大の紙商
アンタリスを子会社化

2019
豪州の大手紙商
スパイサーズを子会社化

2022
持株会社体制へと移行し、
社名を「KPPグループ
ホールディングス㈱」に変更
売上高世界第3位に躍進

1954
資本金1億円

1971
初の海外現地法人を豪州に設立

1925
海外初の出張所を上海に開設
その後も中国に出張所を続々と開設

1931
日本で初めて米国に紙を輸出
樺太工業と共同で新聞用紙の輸出に成功

2000
売上高3,000億円超

（2001年3月期）

2007
柏井紙業㈱と合併
営業力の強化および収益基盤の拡充を図る

売上高4,000億円超
（2008年3月期）

1993
「花想」を上市

世界初の紙シールタイプの切り花長持ち剤

1979
売上高2,000億円超

（1980年3月期）

1975
大成紙業㈱と合併
オイルショック後の不況を打破するため合併、
経営基盤の強化を図る

2013
住商紙パルプ㈱と合併
製紙原料部門ならびに包装資材部門を強化

2016
サーマルリサイクル事業に進出

「総合循環型企業」を目指し、バイオマス発電燃料を販売

1968
本社を東京に移転

1973 発展期

■ KPPグループの歴史　 ■ 紙パルプ業界の歴史

2006
中国に国紗褘紙漿紙張商貿

（上海）有限公司を設立
後に慶真紙業と事業統合

服部紙商事㈱と合併
流通機能の充実と経営基盤の強化を図る

2011
古紙リサイクルシステム

「ecomo」1号機を群馬県高崎市に
設置

2018
東京証券取引所市場第一部

（現プライム市場）に上場
資本金47億2,353万円
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当社は、C.W.ニコル・アファンの森財団と「Afan KPPの
森」創成に向けた森づくり協定を締結しました。今後、両社
の協業で荒廃した南エリアの放置林の再生を開始します。
この取り組みは長野県が立会人となり、県が推進する森林
の里親制度に位置付けられます。

アファンの森は故C.W.ニコル氏が1986年に始めたプロ
ジェクトです。私財を投じて放置山林を購入し、長年をかけ
て生物多様性豊かな森に再生させてきました。森づくりが
進んだ北エリアでは、環境省・長野県が指定する動植物の絶
滅危惧種のうち65種（2022年現在）が確認され、「自然共生
サイト」として環境省から認定されています。当社は2015
年からオフィシャルスポンサーとしてアファンの森を支援
してきました。

新たに創成が始まる「Afan KPPの森」は、南エリア約18ヘクタールのうち3.54ヘクタールを対象としています。当社は、このエリア
本来の森林生態系を取り戻すことを目的に、国内ではその大半が失われた樹齢100年を超える大径木林を蘇生し、樹齢の異なる樹木や
樹種がモザイク状に混ざり合う「生物多様性あふれる持続可能な森林」を目指して整備を行っていきます。

国際紙パルプ商事は、2022年シーズンより群馬県のプロサッカークラブ・ザスパ群馬とクラブパートナー契約を結び、本拠地・
正田醤油スタジアム群馬でごみの削減や資源の再利用に取り組んできました。また、ザスパ群馬のSDGｓデーに協力するなど、さ
まざまな活動を展開しています。

 KPPグループホールディングス  国際紙パルプ商事

TOPICS トピックス

ザスパ群馬と共に挑む！「サッカー×紙」で循環型社会を実現

当社は、株主還元の充実および資本効率の向上を図
るとともに、経営環境の変化に対応した機動的な資本
政策の遂行を可能とするため、自己株式の取得を実施
しています。2024年3月期は20億円を実施、今年度は
上限を30億円（300万株、自己株式を除いた発行済株
式総数の4.4%）とする自己株式取得を決議し、取得を
進めています。取得期間は2024年8月13日から2025
年1月31日まで、取得方法は東京証券取引所を通じた
市場買付となります。当社は引き続き、業績向上と株
主利益の両立を実現するための取り組みを続けてま
いります。

当社は、株式会社JPX総研および株式会社日本経済新聞社が共同で
算出する「JPX日経中小型株指数」の2024年度（2024年8月30日～
2025年8月28日）の構成銘柄に選定されました。同指数への選定は2
年連続となります。
「JPX日経中小型株指数」は、「投資者にとって投資魅力の高い会社」

を構成銘柄とするJPX日経インデックス400で導入したコンセプトを
中小型株に適用することで、資本の効率的活用や投資者を意識した経
営を行っている企業を選定しています。当社は今後もESG経営を軸に
循環型社会の実現に貢献し、株主の皆さまのご期待に応えられるよ
う、努力を重ねてまいります。

自己株式取得を実施 「JPX日経中小型株指数」の構成銘柄に
2年連続で選定

「Afan KPPの森」創成に向けた森づくり協定をC.W.ニコル・アファンの森財団と締結

スタジアムの紙コップをBOXティシュにマテリアルリサイクル

Jリーグ公式戦で「かみのいとOJO+」製ゴールネットが初採用

当社は、正田醤油スタジアム群馬で使用された紙コップをBOXティシュの箱にリサイクルする取り組みを、ザスパ群馬、株式会社栗
原医療器械店、王子ホールディングス株式会社と共同で開始しました。紙コップはプラスチックラミネート加工のため再利用が難し
く、ほとんどが焼却処分されていましたが、この取り組みでは分別回収した紙コップの繊維分（パルプ）を再資源化し、BOXティシュの
箱として再生。9月1日からザスパ群馬の公式ショップやパートナー店舗などで販売しています。

2024年10月20日、当社グループ会社の王子ファイバーが製造・販売
する「かみのいとOJO+（オージョ）」を40％使用したゴールネットが、
J2の公式戦で初めて採用されました。紙糸OJO+にポリエステルを掛
け合わせることで、地球環境への配慮とプロチームの練習や試合に耐
え得る強度を両立・実現しています。同製品は来シーズンの試合での使
用も予定されています。

近年、脱プラスチックに向けた代替素材として紙の需要が高まって
います。当社は今後も資源循環を促進し、持続可能な社会の実現に貢献
していきます。

10月7日、長野県信濃町で行われた調印式
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 より詳細な情報は当社コーポレートサイトをご覧ください。

コーポレート
サイト IR情報

企業情報、事業内容、IR情報などをタ
イムリーに発信しているWebサイト
です。

財務・業績情報および統合報告書や決算説
明会資料など、各種IR資料を公開していま
す。

GREEN KPP
国際紙パルプ商事の持続可能な社会づ
くりに向けたさまざまな取り組みを紹
介しています。

サステナ
ビリティ

当社のサステナビリティに対する考え方や
マネジメント体制、環境や社会への取り組
みを掲載しています。

 スパイサーズ  アンタリス

TOPICS

スパイサーズは、事業ポートフォリオ強化のため、マレーシアのImage Junction社
のビジュアルコミュニケーション事業（ハード、インク、メディア販売等）を譲り受け
ました。これにより製品・サービスの幅を広げ、包括的なソリューションを提供するこ
とを目指しています。

Image Junction社はデジタル印刷とビジュアルコミュニケーションの分野で優れ
た実績を持ち、クリエイティブな看板や大判グラフィックの制作を専門としていま
す。高度な技術と革新的なアプローチで、多彩なクライアントのニーズに合わせたカ
スタムメードのソリューションを提供しています。同社が加わったことでさらなる成
長を生み出し、業界内でのポジションを強化していきます。

1888年に英国で誕生し、歴史と伝統に育まれた高級文具用紙「Conqueror（コンケ
ラー）」ブランドをアンタリスが継承し、自社製品として、日本を含む世界各国での販売を
開始しました。世界中で愛されてきたコンケラーのリローンチを記念して、世界各地で9
人のクリエイターがコンケラーの用紙を使って自らのアートワークを再表現しました。フラ
ンスからはカミーユ・ヴィニョ氏、日本からは児玉彩氏が作品を提供しています。このプロ
モーションはKPPグループ各社のマーケティングチームが協力して実現したものです。

光と影が美しく映える透かし模様が特徴の「Conqueror Connoisseur 100% 
Cotton」、美術紙にインスパイアされたフェルト模様と純綿の柔らかく贅沢な手触りを持
つ「Conqueror Connoisseur Rag」も再び市場に投入しました。この新シリーズはレタ
ーヘッドや招待状、結婚式の案内状などに最適な洗練された美しさを誇ります。

スパイサーズは、環境に配慮したパッケージ商品を集めたカタログ「Environs Volume 3」を発行しまし
た。Environsは環境配慮型製品のカタログシリーズで、今号はパッケージング商品に特化し、繊維由来の
粘着ラベルや包装資材など、持続可能なパッケージングソリューションを中心に掲載しています。

カタログ内では、79%の消費者がサステナブルな包装資材を望み、82%がそ
のためなら価格が上がってもよいと回答した調査結果も紹介しています。価格
が高くても環境に配慮した製品を選ぶ、消費者の価値観の変化が浮き彫りとな
っています。また、環境NPO「Greenfleet」との植林活動を通じて、スパイサー
ズが2023年に1,962トンの温室効果ガスを相殺（カーボンオフセット）したこ
とも取り上げています。

2024年にスパイサーズの一員となったSignet社も長年サステナビリティ
に力を入れており、オーストラリア政府が制定した「2025 National 
Packaging Targets」の達成に向けた取り組みを進めています。自社ブランド
製品について、不要な部品の削減や使用後の部品回収、リサイクル可能な素材
の使用拡大に努め、顧客の廃棄物削減に貢献しています。

持続可能なパッケージングカタログ「Environs Volume 3」を発行

Image Junction社のビジュアルコミュニケーション事業を譲受 欧州伝統のペーパーブランド「コンケラー」を継承

Greenfleetの植林活動

Environs Volume 3と掲載商品

アンタリスの事業会社であるAntalis Iberia S.A.（スペイン・マドリー
ド）は、産業用パッケージング製品の加工・販売、およびソリューションの
提供を行うPlanchas Aislamientos y Embalajes S.L.（以下「Plaesa
社」、スペイン・トレド）の全株式を取得し子会社化しました。Plaesa社
は、製造業、小売業、医療、防衛、食品、エンターテイメントなど多岐にわた
る顧客基盤を有し、フォーム、硬質プラスチック（PE、EPS、PP）、木材、
コルク、セルロースパルプ、段ボール、キャンバス、布地などの素材を
使用したオーダーメードのパッケージ製品を提供する、高度に専門化さ
れたパッケージング・ディストリビューター兼コンバーターです。

この度のPlaesa社の買収は、Cohal社、Gosuma社、100 Metros社に
続くもので、アンタリスはイベリア半島でのパッケージング・ソリュー
ションの提供をさらに拡大し、革新的で環境に配慮したソリューション
を顧客に提供することが可能となります。

アンタリスは、米国Xerox社から東欧諸国などに
おけるオフィス用紙事業（Xeroxブランドの使用権
等）を譲り受けることに関する資産譲渡契約等を
締結しました。アンタリスは2013年に西欧地域で
Xeroxブランドの使用権を取得し、オフィス用紙事
業を展開してきました。今回の契約により、東欧諸国
などにおいてもXeroxブランドのオフィス用紙の独
占販売が可能となり、顧客獲得や事業拡大が期待さ
れます。なお、本契約には、東欧、バルカン半島、中東、
インド、アフリカにおけるXeroxブランドのオフィ
ス用紙および特殊紙等の独占販売権も含まれてお
り、アンタリスはこれらの地域で同ブランド紙の唯
一の販売代理店となります。

スペインの産業用パッケージング会社を取得 欧州、中東、アフリカ地域の
Xerox用紙事業を取得

世界の9人のクリエイターがコンケラーの用紙に作品を再現

Conqueror Connoisseur 100% Cotton
紹介動画
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発行可能株式総数 267,500,000株 
発行済株式の総数 73,244,408株
 （自己株式3,798,124株含む）
株主数 9,061名 

〒104-0044 東京都中央区明石町6番24号　TEL. 03-3542-4166
https://www.kpp-gr.com/

株　　主　　名 持株数
（千株）

持株比率
（％）

王子ホールディングス株式会社 12,736 18.3
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6,920 9.9
日本製紙株式会社 5,270 7.5
株式会社日本カストディ銀行（りそな銀行再信託分･
北越コーポレーション株式会社退職給付信託口） 2,300 3.3
KPPグループホールディングス従業員持株会 2,258 3.2
三井住友海上火災保険株式会社 1,829 2.6
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,756 2.5
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬BIP信託口） 1,281 1.8
株式会社みずほ銀行 1,192 1.7
株式会社三菱UFJ銀行 1,095 1.5
株式会社三井住友銀行 1,095 1.5
農林中央金庫 1,095 1.5

株式の状況 （2024年9月30日現在）

大株主（上位12名）

事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 毎年6月
基 準 日 定時株主総会 毎年3月31日、期末配当 毎年3月

31日、中間配当 毎年9月30日
その他必要がある場合は、予め公告する一定の日

公 告の方法 電子公告
当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事
故その他やむを得ない事由によって電子公告がで
きない場合は、東京都において発行する日本経済
新聞に掲載する。

株 主 名 簿 管 理 人 及 び
特別口座の口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

同 連 絡 先
（郵便物送付先電話照会先）

〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
電話 0120−232−711（フリーダイヤル）

単 元 株 式 数 100株
証 券 コ ー ド 9274
上 場 取 引 所 東京証券取引所プライム市場

(注) 持株比率の計算は、｢役員報酬BIP信託｣の信託口が保有する株式(1,281,174株)を含めて計
算しております。なお、当該株式は、連結計算書類及び計算書類においては自己株式として
処理しております。

取締役および監査等委員 （2024年9月30日現在）

会社の概況 （2024年3月31日現在）

商 号 KPPグループホールディングス株式会社
設 立 1924年（大正13年）11月27日
本 社 東京都中央区明石町6番24号
資 本 金 47億2,353万円
従 業 員 数 5,624名（連結）　52名（単体）
主 な 事 業 内 容 子会社等の株式又は持分を所有することに

よる子会社の事業活動の支配・管理並びに
不動産の保有、賃貸等

連 結 子 会 社 95社
関 連 会 社 7社

2024年11月13日開催の取締役会におきまして、中間配当につき、1株あたり16円(普通配当11円、記念配当5円)とすることを決議いたしまし
た。期末配当につきましても、1株あたり16円を計画しており、これにより年間配当は、前期と比べ、1株あたり10円増額の32円となる見通しです。

なお中間配当金のお支払開始日は、2024年12月3日とさせていただきました。

■ その他の法人 ■ 金融機関 ■ 個人・その他
■ 外国法人等 ■ 金融商品取引業者 ■ 自己名義株式

32.0% 29.2% 23.1% 9.1%
1.4%

5.2%

中間配当実施のお知らせ

株式の状況・会社概要

株
主
メ
モ

所有者別の株式保有比率

代表取締役会長 兼 CEO 田 辺  円  
代表取締役社長 兼 COO 坂 田  保 之
取締役 栗 原  正
取締役 デイビッド・マーティン
取締役 エルベ・ポンサン
取締役（社外） 矢 野  達 司
取締役（社外） 伊 藤  三 奈
取締役 監査等委員 富 田  雄 象
取締役 監査等委員（社外） 片 岡  詳 子
取締役 監査等委員（社外）  近 江  惠 吾


